
JP WO2008/099807 A1 2008.8.21

10

(57)【要約】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－Ｆ
ＤＭＡ方式を用いて通信を行う基地局装置とを具備する
無線通信システムは、前記移動局が、第１の信号または
第２の信号の少なくとも１つを送信する手段と、前記移
動局が、前記第１の信号または前記第２の信号の少なく
とも１つのマッピング情報に基づいて、サウンディング
用のリファレンス信号（Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ）の送
信帯域を設定するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ送信手段とを
備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムであって：
　前記移動局が、第１の信号または第２の信号の少なくとも１つを送信する手段；
　前記移動局が、前記第１の信号または前記第２の信号の少なくとも１つのマッピング情
報に基づいて、サウンディング用のリファレンス信号（Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ）の送信
帯域を設定するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ送信手段；
　を備えることを特徴とする無線通信システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の無線通信システムであって：
　前記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ送信手段は、前記第１の信号の送信帯域と前記第２の信号
の送信帯域の少なくとも１つを避けてＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信することを特徴とす
る無線通信システム。
【請求項３】
　請求項１に記載の無線通信システムであって：
　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されないＲＢ（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｂｌｏｃｋ）が存在
する場合に、そのＲＢのＳＩＲは、隣接するＲＢ、もしくは直近の、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　
ＲＳが送信されるＲＢのＳＩＲを代用することを特徴とする無線通信システム。
【請求項４】
　請求項１に記載の無線通信システムであって：
　前記第１の信号は、上りリンクの制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）であること、前記第２の
信号は、ランダムアクセスチャネル（ＰＲＡＣＨ）であることを特徴とする無線通信シス
テム。
【請求項５】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムであって：
　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域の一部または全てが、第１の信号または第２の信号
の送信帯域の一部または全てと重なる場合に、前記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信しない
ことを特徴とする移動通信システム。
【請求項６】
　請求項５に記載の無線通信システムであって：
　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されないＲＢ（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｂｌｏｃｋ）が存在
する場合に、そのＲＢのＳＩＲは、隣接するＲＢ、もしくは直近の、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　
ＲＳが送信されるＲＢのＳＩＲを代用することを特徴とする無線通信システム。
【請求項７】
　請求項５に記載の無線通信システムであって：
　前記第１の信号は、上りリンクの制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）であること、前記第２の
信号は、ランダムアクセスチャネル（ＰＲＡＣＨ）であることを特徴とする無線通信シス
テム。
【請求項８】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける基地局装置であって：
　第１の信号および第２の信号を受信する手段；
　前記第１の信号および前記第２の信号のマッピング情報に基づいて送信帯域が設定され
るＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを受信するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ受信手段；
　を備えることを特徴とする基地局装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の基地局装置であって：
　前記第１の信号は、ＰＵＣＣＨであること、前記第２の信号は、ＰＲＡＣＨであること
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を特徴とする基地局装置。
【請求項１０】
　請求項８に記載の基地局装置であって：
　ＰＵＣＣＨでは、ＣＱＩまたは、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎまたは、
ＣＱＩとＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎが送信されることを特徴とする基地
局装置。
【請求項１１】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける基地局装置であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の受信機会が与えられている場合
に、前記第１の信号と前記第３の信号のいずれか１つを受信することを特徴とする基地局
装置。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の基地局装置であって：
　前記第１の信号は、ＰＵＣＣＨであること、前記第３の信号は、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒ
Ｓであることを特徴とする基地局装置。
【請求項１３】
　請求項１１に記載の基地局装置であって：
　ＰＵＣＣＨでは、ＣＱＩまたは、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎまたは、
ＣＱＩとＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎが送信されることを特徴とする基地
局装置。
【請求項１４】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける基地局装置であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の受信機会が与えられている場合
に、前記第３の信号と前記第１の信号の一部を受信することを特徴とする基地局装置。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の基地局装置であって：
　前記第１の信号の一部は、前記第３の信号を受信するＳＣ－ＦＤＭＡシンボルを除いた
ものであることを特徴とする基地局装置。
【請求項１６】
　請求項１４に記載の基地局装置であって：
　前記第１の信号は、ＰＵＣＣＨであること、前記第３の信号は、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒ
Ｓであることを特徴とする基地局装置。
【請求項１７】
　請求項１４に記載の基地局装置であって：
　ＰＵＣＣＨでは、ＣＱＩまたは、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎまたは、
ＣＱＩとＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎが送信されることを特徴とする基地
局装置。
【請求項１８】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける移動局であって：
　第１の信号および第２の信号を送信する手段；
　前記第１の信号および前記第２の信号のマッピング情報に基づいて送信帯域が設定され
るＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ送信手段；
　を備えることを特徴とする移動局。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の移動局であって：
　前記第１の信号は、ＰＵＣＣＨであること、前記第２の信号は、ＰＲＡＣＨであること
を特徴とする移動局。
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【請求項２０】
　請求項１８に記載の移動局であって：
　ＰＵＣＣＨでは、ＣＱＩまたは、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎまたは、
ＣＱＩとＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎが送信されることを特徴とする移動
局。
【請求項２１】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける移動局であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の送信機会が与えられている場合
に、前記第１の信号と前記第３の信号のいずれか１つを送信することを特徴とする移動局
。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の移動局であって：
　前記第１の信号は、ＰＵＣＣＨであること、前記第３の信号は、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒ
Ｓであることを特徴とする移動局。
【請求項２３】
　請求項２１の何れか１項に記載の移動局であって：
　ＰＵＣＣＨでは、ＣＱＩまたは、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎまたは、
ＣＱＩとＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎが送信されることを特徴とする移動
局。
【請求項２４】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける移動局であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の送信機会が与えられている場合
に、前記第３の信号と前記第１の信号の一部を送信することを特徴とする移動局。
【請求項２５】
　請求項２４に記載の移動局であって：
　前記第１の信号の一部は、前記第３の信号を送信するＳＣ－ＦＤＭＡシンボルを除いた
ものであることを特徴とする移動局。
【請求項２６】
　請求項２４に記載の移動局であって：
　前記第１の信号は、ＰＵＣＣＨであること、前記第３の信号は、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒ
Ｓであることを特徴とする移動局。
【請求項２７】
　請求項２４に記載の移動局であって：
　ＰＵＣＣＨでは、ＣＱＩまたは、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎまたは、
ＣＱＩとＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎが送信されることを特徴とする移動
局。
【請求項２８】
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける通信制御方法であって：
　前記移動局が、第１の信号および第２の信号のマッピング情報に基づいて、Ｓｏｕｎｄ
ｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を設定するステップ；
　前記移動局が、前記第１の信号、前記第２の信号および前記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの
少なくとも一つを送信するステップ；
　を有することを特徴とする通信制御方法。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の通信制御方法であって：
　前記第１の信号は、ＰＵＣＣＨであること、前記第２の信号は、ＰＲＡＣＨであること
を特徴とする通信制御方法。



(5) JP WO2008/099807 A1 2008.8.21

10

20

30

40

50

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）システムに関し、特に
基地局装置、移動局、及び通信制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　Ｗ－ＣＤＭＡやＨＳＤＰＡの後継となる通信方式、すなわちＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒ
ｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）システムが、Ｗ－ＣＤＭＡの標準化団体３ＧＰＰにより検討さ
れ、無線アクセス方式として、下りリンクについてはＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ
　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）、上りリ
ンクについてはＳＣ－ＦＤＭＡ（Ｓｉｎｇｌｅ－Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　
Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）が検討されている（例えば、非特
許文献１参照）。
【０００３】
　ＯＦＤＭＡは、周波数帯域を複数の狭い周波数帯域（サブキャリア）に分割し、各周波
数帯上にデータを載せて伝送を行う方式であり、サブキャリアを周波数上に、一部重なり
あいながらも互いに干渉することなく密に並べることで、高速伝送を実現し、周波数の利
用効率を上げることができる。
【０００４】
　ＳＣ－ＦＤＭＡは、周波数帯域を分割し、複数の移動局間で異なる周波数帯域を用いて
伝送することで、移動局間の干渉を低減することができる伝送方式である。ＳＣ－ＦＤＭ
Ａでは、送信電力の変動が小さくなる特徴を持つことから、移動局の低消費電力化及び広
いカバレッジを実現できる。
【０００５】
　ＬＴＥは、上りリンク、下りリンクともに１つないし２つ以上の物理チャネルを複数の
移動局で共有して通信を行うシステムである。上記複数の移動局で共有されるチャネルは
、一般に共有チャネルと呼ばれ、ＬＴＥにおいては、上りリンクにおいてはＰｈｙｓｉｃ
ａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ　（ＰＵＳＣＨ）であり、下りリン
クにおいてはＰｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ（Ｐ
ＤＳＣＨ）である。
【０００６】
　上りリンクにおいては、上記共有チャネルの他に、制御チャネル（ＰＵＣＣＨ：　Ｐｈ
ｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）やランダムアクセスチ
ャネル（ＰＲＡＣＨ：　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｈａｎｎｅ
ｌ）、そして、パイロット信号として、データ復調用のリファレンス信号（Ｄｅｍｏｄｕ
ｌａｔｉｏｎ　ＲＳ：　Ｄｅｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ
）と、サウンディング用のリファレンス信号（Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ：　Ｓｏｕｎｄｉ
ｎｇ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）などが送信される。
【０００７】
　尚、ＰＵＣＣＨには、ＰＵＳＣＨと時間多重されるチャネルと、周波数多重されるチャ
ネルの２種類がある。
【０００８】
　上述したような共有チャネルを用いた通信システムにおいては、サブフレーム毎に、ど
の移動局に対して上記共有チャネルを割り当てるかを決める、スケジューリングを行う必
要があり、上記スケジューリングは、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳにより得られる通信品質な
どの情報に基づいて行われる。
【０００９】
　ＬＴＥの上りリンクでは、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳは、一般に、システム帯域全域
において、移動局それぞれに種々の帯域幅をもって送信される。また、ＰＵＳＣＨとは時
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間的に多重されて送信される。
【非特許文献１】3GPP TR 25.814 (V7.1.0), "Physical Layer Aspects for Evolved UTR
A," September 2006
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上述した背景技術には以下の問題がある。
【００１１】
　すなわち、ＬＴＥの上りリンクでは、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳと、上述したＰＲＡ
ＣＨとＰＵＣＣＨとが、同一のタイムスロットで送信されるため、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒ
Ｓの送信帯域とＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨの送信帯域が重なる場合には、互いに干渉となる
という問題点がある。
【００１２】
　本発明は上述した従来技術の問題点を解決するためになされたものであり、その目的は
、ＬＴＥの上りリンクにおいて、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域とＰＵＣＣＨやＰＲ
ＡＣＨの送信帯域が重なる場合に、適切にＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信制御を行うこと
のできる基地局装置，移動局，無線通信システム及び通信制御方法を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため、本発明の無線通信システムは、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムであって：
　前記移動局が、第１の信号または第２の信号の少なくとも１つを送信する手段と、
　前記移動局が、前記第１の信号または前記第２の信号の少なくとも１つのマッピング情
報に基づいて、サウンディング用のリファレンス信号（Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ）の送信
帯域を設定するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ送信手段と
　を備えることを特徴の１つとする。
【００１４】
　このようにすることにより、ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨの送信帯域が重なる場合に、適切
にＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信制御を行うことができる。
【００１５】
　本発明の他の無線通信システムは、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムであって：
　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されないＲＢ（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｂｌｏｃｋ）が存在
する場合に、そのＲＢのＳＩＲは、隣接するＲＢ、もしくは直近の、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　
ＲＳが送信されるＲＢのＳＩＲを代用する手段
　を備えることを特徴の１つとする。
【００１６】
　このようにすることにより、ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨの送信帯域が重なる場合に、適切
にＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信制御を行うことができる。
【００１７】
　本発明の他の無線通信システムは、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムであって：
　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域の一部または全てが、第１の信号または第２の信号
の送信帯域の一部または全てと重なる場合に、前記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信しない
ことを特徴の１つとする。
【００１８】
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　本発明の基地局装置は、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける基地局装置であって：
　第１の信号および第２の信号を受信する手段と、
　前記第１の信号および前記第２の信号のマッピング情報に基づいて送信帯域が設定され
るＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを受信するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ受信手段と
　を備えることを特徴の１つとする。
【００１９】
　本発明の他の基地局装置は、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける基地局装置であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の受信機会が与えられている場合
に、前記第１の信号と前記第３の信号のいずれか１つを受信することを特徴の１つとする
。
【００２０】
　本発明の他の基地局装置は、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける基地局装置であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の受信機会が与えられている場合
に、前記第３の信号と前記第１の信号の一部を受信することを特徴の１つとする。
【００２１】
　本発明の移動局は、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置を具備する無線通信システムにおける移動局であって：
　第１の信号および第２の信号を送信する手段と、
　前記第１の信号および前記第２の信号のマッピング情報に基づいて送信帯域が設定され
るＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ送信手段と
　を備えることを特徴の１つとする。
【００２２】
　本発明の他の移動局は、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける移動局であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の送信機会が与えられている場合
に、前記第１の信号と前記第３の信号のいずれか１つを送信することを特徴の１つとする
。
【００２３】
　本発明の他の移動局は、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける移動局であって：
　同一サブフレームにおいて、第１の信号と第３の信号の送信機会が与えられている場合
に、前記第３の信号と前記第１の信号の一部を送信することを特徴の１つとする。
【００２４】
　本発明の通信制御方法は、
　移動局と、前記移動局と上りリンクにおいてＳＣ－ＦＤＭＡ方式を用いて通信を行う基
地局装置とを具備する無線通信システムにおける通信制御方法であって：
　前記移動局が、第１の信号および第２の信号のマッピング情報に基づいて、Ｓｏｕｎｄ
ｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を設定するステップと、
　前記移動局が、前記第１の信号、前記第２の信号および前記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの
少なくとも一つを送信するステップと
　を有することを特徴の１つとする。
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【発明の効果】
【００２５】
　本発明の実施例によれば、ＬＴＥの上りリンクにおいて、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送
信帯域とＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨの送信帯域が重なる場合に、適切にＳｏｕｎｄｉｎｇ　
ＲＳの送信制御を行うことのできる基地局装置、移動局、無線通信システム及び通信制御
方法を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の実施例に係る無線通信システムの構成を示すブロック図である。
【図２】本発明の実施例に係るスロット及びサブフレームの構成を示す説明図である。
【図３】本発明の実施例に係るＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を示す説明図である。
【図４】本発明の実施例に係る上りリンクのマッピングを示す説明図である。
【図５】本発明の実施例に係るPUCCHがシステム帯域の両端にマッピングされている場合
のＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を示す説明図である。
【図６】本発明の実施例に係るPRACHがマッピングされている場合のＳｏｕｎｄｉｎｇ　
ＲＳの送信帯域を示す説明図である。
【図７】本発明の実施例に係るＰＵＣＣＨとＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信法を示す説明
図（その１）である。
【図８】本発明の実施例に係るＰＵＣＣＨとＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信法を示す説明
図（その２）である。
【図９】本発明の実施例に係る基地局装置を示す部分ブロック図である。
【図１０】本発明の実施例に係る移動局を示す部分ブロック図である。
【図１１】本発明の実施例に係る通信制御方法を示すフロー図である。
【図１２】本発明の実施例に係る通信制御方法を示すフロー図である。
【図１３】本発明の実施例に係る通信制御方法を示すフロー図である。
【符号の説明】
【００２７】
５０　セル
１００１、１００２、１００３、１００ｎ　移動局
１０２　送受信アンテナ
１０４　アンプ部
１０６　送受信部
１０８　ベースバンド処理部
１１０　呼処理部
１１２　アプリケーション部
２００　基地局装置
２０２　送受信アンテナ
２０４　アンプ部
２０６　送受信部
２０８　ベースバンド処理部
２１０　呼処理部
２１２　伝送路インターフェース
３００　アクセスゲートウェイ装置
４００　コアネットワーク
１０００　無線通信システム
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　次に、本発明を実施するための最良の形態を、以下の実施例に基づき図面を参照しつつ
説明する。
【００２９】
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　尚、実施例を説明するための全図において、同一機能を有するものは同一符号を用い、
繰り返しの説明は省略する。
【００３０】
　本発明の実施例に係る基地局装置が適用される無線通信システムについて、図１を参照
して説明する。
【００３１】
　無線通信システム１０００は、例えばＥｖｏｌｖｅｄ　ＵＴＲＡ　ａｎｄ　ＵＴＲＡＮ
（別名：ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）、或いは、Ｓｕｐｅｒ　３
Ｇ）が適用されるシステムであり、基地局装置（ｅＮＢ：ｅＮｏｄｅ　Ｂ）２００と複数
の移動局（ＵＥ：Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）１００ｎ（１００１、１００２、１０
０３、・・・１００ｎ、ｎはｎ>０の整数）とを備える。基地局装置２００は、上位局、
例えばアクセスゲートウェイ装置３００と接続され、アクセスゲートウェイ装置３００は
、コアネットワーク４００と接続される。ここで、移動局１００ｎはセル５０において基
地局装置２００とＥｖｏｌｖｅｄ　ＵＴＲＡ　ａｎｄ　ＵＴＲＡＮにより通信を行う。
【００３２】
　以下、移動局１００ｎ（１００１、１００２、１００３、・・・１００ｎ）については
、同一の構成、機能、状態を有するので、以下では特段の断りがない限り移動局１００ｎ

として説明を進める。
【００３３】
　無線通信システム１０００は、無線アクセス方式として、下りリンクについてはＯＦＤ
ＭＡ（直交周波数分割多元接続）、上りリンクについてはＳＣ－ＦＤＭＡ（シングルキャ
リア－周波数分割多元接続）が適用される。上述したように、ＯＦＤＭＡは、周波数帯域
を複数の狭い周波数帯域（サブキャリア）に分割し、各周波数帯上にデータを載せて伝送
を行う方式である。ＳＣ－ＦＤＭＡは、周波数帯域を分割し、複数の端末間で異なる周波
数帯域を用いて伝送することで、端末間の干渉を低減することができる伝送方式である。
【００３４】
　ここで、ＬＴＥにおける通信チャネルについて説明する。
【００３５】
　下りリンクについては、各移動局１００ｎで共有して使用される下り共有物理チャネル
（ＰＤＳＣＨ：　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ
）と、下り制御チャネル（ＰＤＣＣＨ：　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎ
ｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）とが用いられる。下りリンクでは、下り制御チャネルにより
、下り共有物理チャネルにマッピングされるユーザの情報やトランスポートフォーマット
の情報、上り共有物理チャネルにマッピングされるユーザの情報やトランスポートフォー
マットの情報、上り共有物理チャネルの送達確認情報（ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ）などが通知され、下り共有物理チャネルによりユーザデータが伝送される。
なお、上記送達確認情報が伝送されるチャネルは、ＰＨＩＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｈｙ
ｂｌｉｄ－ＡＲＱ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ）とも呼ばれる。
【００３６】
　上りリンクについては、各移動局１００ｎで共有して使用される上り共有物理チャネル
（ＰＵＳＣＨ：　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）と
、上り制御チャネル（ＰＵＣＣＨ：　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ
　Ｃｈａｎｎｅｌ）とが用いられる。
【００３７】
　上りリンクでは、上り制御チャネルにより、下りリンクにおける共有物理チャネルのス
ケジューリング、適応変復調・符号化（ＡＭＣ：　Ａｄａｐｔｉｖｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉ
ｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ）、送信電力制御（ＴＰＣ：　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　
Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）に用いるための下りリンクの品質情報（ＣＱＩ：　Ｃｈａ
ｎｎｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）及び下りリンクの共有物理チャネルの
送達確認情報が伝送される。また、上り共有物理チャネルによりユーザデータが伝送され
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る。
【００３８】
　上りリンク伝送では、１スロット当たり７個のロングブロック（ＬＢ：　Ｌｏｎｇ　Ｂ
ｌｏｃｋ）を用いる。そして、１サブフレームは、２スロットで構成される。すなわち、
１サブフレームは、図２に示すように、１４個のロングブロックにより構成される。上記
１４個のロングブロックの内の２個のロングブロックには、データ復調用のリファレンス
信号（Ｄｅｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ＲＳ：　Ｄｅｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｒｅｆｅｒｅｎ
ｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）がマッピングされる。また、上記１４個のロングブロックの内、上
述したＤｅｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ＲＳがマッピングされているロングブロック以外の１
つのロングブロックにおいて、スケジューリングや上りリンクのＡＭＣ、ＴＰＣなど上り
共有物理チャネルの送信フォーマットの決定に用いられるサウンディング用のリファレン
ス信号（Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ：　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎ
ａｌ）が送信される。ただし、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳは必ずしもすべてのサブフレ
ームにマッピングされる必要はない。上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されるロングブ
ロックにおいては、Ｃｏｄｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ（ＣＤＭ）に
より複数の移動局からのＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが多重される。上記Ｄｅｍｏｄｕｌａｔ
ｉｏｎ　ＲＳは、例えば、１サブフレーム内の４番目のロングブロックと１１番目のロン
グブロックにマッピングされる。また、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳは、例えば、１サブ
フレーム内の１番目のロングブロックにマッピングされる。なお、上記ロングブロックは
、ＳＣ－ＦＤＭＡシンボルとも呼ばれる。
【００３９】
　上りリンクにおいて、各移動局１００ｎは、周波数方向はＲＢ（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｂ
ｌｏｃｋ）単位、時間方向はサブフレーム単位で送信を行う。ＬＴＥにおいては、１ＲＢ
あたりの周波数帯域は１８０ｋＨｚであり、ＲＢの数は、システム帯域幅が５ＭＨｚの場
合は２５個であり、システム帯域幅が１０ＭＨｚの場合は５０個であり、システム帯域幅
が２０ＭＨｚの場合は１００個である。
【００４０】
　各移動局１００ｎは、１つのあるいは複数のＲＢに渡ってＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送
信する。その送信帯域は、例えば、図３に示すように、送信帯域幅、送信周期、周波数ホ
ッピング周期、周波数ホッピング間隔などにより一意に決定される。尚、各移動局に関す
る、上記送信帯域幅、送信周期、周波数ホッピング周期、周波数ホッピング間隔は、例え
ば、基地局装置２００が管理し、通信開始時に、基地局２００から移動局１００ｎにＲＲ
Ｃ　ｍｅｓｓａｇｅにより通知される。
【００４１】
　例えば、図３のパターン１では、移動局は、時間方向に数回、周波数ホッピング周期に
基づいて、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信する。そして、その後、隣の周波数帯域に遷移
し、あらためて、時間方向に数回、周波数ホッピング周期に基づいて、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ
　ＲＳを送信する。上記どれだけ隣の周波数帯域に遷移するかは、上記周波数ホッピング
間隔に相当する。
【００４２】
　一方、図４に示すように、ＰＵＳＣＨと周波数多重されるＰＵＣＣＨは、例えば、シス
テム帯域の両端のＲＢにマッピングされる。尚、図４においては、上記ＰＵＣＣＨに、シ
ステム帯域の両端に１ＲＢずつ割り当てられている場合を示したが、システム帯域の両端
に２つ以上のＲＢずつ割り当てられてもよい。尚、各移動局１００nが、PUCCH内のどのリ
ソースを用いてCQIを送信するかに関する情報、すなわち、PUCCHのリソースIDや送信周期
、送信タイミング等は、例えば、基地局装置２００が管理し、基地局２００から移動局１
００ｎにＲＲＣ　ｍｅｓｓａｇｅにより通知されてもよい。また、各移動局１００nが、P
UCCH内のどのリソースを用いて、下りリンクの共有物理チャネルの送達確認情報を送信す
るかに関する情報は、例えば、基地局装置２００が管理し、基地局２００から移動局１０
０ｎにＲＲＣ　ｍｅｓｓａｇｅや報知情報により通知されてもよい。
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【００４３】
　また、ＰＲＡＣＨは、図４に示すように、周波数リソースとしては、６個のＲＢが割り
当てられる。また、時間リソースとしては、例えば１０サブフレームの内の１サブフレー
ムが割り当てられる。例えば、１０個のサブフレームから構成される１Ｒａｄｉｏ　Ｆｒ
ａｍｅ　（１０　ｍｓ）の内の、先頭のサブフレームにおいて、ＰＲＡＣＨの帯域が設定
される。
【００４４】
　ここで、１つのサブフレームにおいて、ＰＲＡＣＨは、６個のＲＢを１つの単位として
、２つ以上のＰＲＡＣＨが設定されてもよい。すなわち、あるサブフレームにおいて、２
個のＰＲＡＣＨが設定された場合には、合計１２個のＲＢがＰＲＡＣＨのために割り当て
られる。
【００４５】
　ここで、上記ＰＵＣＣＨとＰＲＡＣＨのマッピングは、一般に、基地局装置２００で設
定される。あるいは、無線通信システム１０００における固定のパラメータとして、事前
に規定されていてもよい。いずれにせよ、ＰＵＣＣＨとＰＲＡＣＨが、どのサブフレーム
において、どのＲＢを用いて送信されるかの情報は、例えば報知チャネル等により、移動
局１００ｎに通知される。すなわち、移動局１００ｎは、ＰＵＣＣＨとＰＲＡＣＨが、ど
のサブフレームにおいて、また、どのＲＢにおいて送信されるかの情報を知っている。
【００４６】
　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳは、上記ＰＵＣＣＨがマッピングされている帯域を含まないよ
うに送信される。尚、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域は、１つに分割されても、ある
いは、複数に分割されてもよい。
【００４７】
　ここで、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を複数に分割する場合、Ｓｏｕｎｄｉ
ｎｇ　ＲＳの帯域幅の種類に制限を設けず、上記ＰＵＣＣＨの帯域を除いた帯域を分割し
てもよい。例えば、図５（Ａ）に示すようにＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を設定す
る。
【００４８】
　また、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの帯域幅の種類を減らし、上記ＰＵＣＣＨの帯域を除い
た帯域を可能な限り均等に分割してもよい。例えば、図５（Ｂ）に示すようにＳｏｕｎｄ
ｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を設定する。
【００４９】
　また、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの帯域幅を固定し、上記ＰＵＣＣＨの帯域を除いた帯域
を、周波数の小さい方から順に埋めるように分割し、最後に余った帯域はＳｏｕｎｄｉｎ
ｇ　ＲＳを送信しなくてもよい。例えば、図５（Ｃ）に示すようにＳｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒ
Ｓの送信帯域を設定する。この場合、同図に示すように、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信
されない６個のＲＢが存在することになる。
【００５０】
　あるいは、帯域が余らないように一部重複するようにＳｏｕｎｄｉｎｇ ＲＳの送信帯
域を設定してもよい。例えば、図５（Ｄ）に示すようにＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯
域を設定する。この場合、同図に示すように、＃１と＃２、＃２と＃３、＃３と＃４、＃
４と＃５のそれぞれの境目に、重複する送信帯域が存在することになる。
【００５１】
　また、上記ＰＵＣＣＨの帯域を除かない帯域、すなわち、システム帯域を可能な限り均
等に分割し、ＰＵＣＣＨの帯域と重なる部分は送信しないように送信帯域を定めてもよい
。例えば、図５（Ｅ）に示すようにＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を設定する。この
場合、＃１と＃５においては、その一部の送信帯域がＰＵＣＣＨの帯域と重なるため、８
個のＲＢで送信され、＃２と＃３と＃４においては、ＰＵＣＣＨの帯域と重なる部分が存
在しないため、１０個のＲＢで送信される。
【００５２】
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　尚、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されないＲＢが存在する場合、そのＲＢのＳＩＲは
、隣接するＲＢ、もしくは直近の、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されるＲＢのＳＩＲを
代用してもよい。
【００５３】
　さらに、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳは、上記ＰＲＡＣＨがマッピングされている帯域を含
まないように送信される。
【００５４】
　ここで、図６（Ａ）に示すように、ＰＲＡＣＨの帯域が、予め設定されたＳｏｕｎｄｉ
ｎｇ　ＲＳの送信帯域に含まれる場合、例えば、ＰＲＡＣＨの帯域を除いた２つの帯域の
うち、大きい方を新たにＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域として設定してもよい。ある
いは、ＰＲＡＣＨの帯域を除いた２つの帯域が等しい場合は、例えば、周波数の小さい方
の帯域を新たにＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域として設定してもよい。
【００５５】
　また、図６（Ｂ）に示すように、予め設定されたＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域の
一部にＰＲＡＣＨの帯域が含まれる場合、ＰＲＡＣＨの帯域を除いた帯域を新たにＳｏｕ
ｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域として設定してもよい。
【００５６】
　また、図６（Ｃ）に示すように、予め設定されたＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域の
全部にＰＲＡＣＨの帯域が含まれる場合は、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信しない。
【００５７】
　尚、予め設定されたＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域にＰＲＡＣＨの帯域が一部でも
含まれる場合は、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信しない処理を行ってもよい。
【００５８】
　また、同一サブフレームにおいて、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号とＳｏｕｎｄｉｎｇ
　ＲＳが共に送信機会を与えられている場合、図７（Ａ）に示すように、ＵＥは上記制御
信号のみを送信し、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳは送信しない。すなわち、ＵＥは、上記制御
信号の送信を優先する。言い換えれば、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号の送信タイミング
であり、かつ、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信タイミングであるサブフレームにおいて、
ＵＥは、図７（Ａ）に示すように、上記制御信号のみを送信し、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ
は送信しない。尚、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号は、例えば、ＣＱＩや、ＨＡＲＱ　Ａ
ＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ、Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｒｅｑｕｅｓｔ等である。ある
いは、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号として、ＣＱＩやＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎの両方が送信されてもよい。
【００５９】
　あるいは、同一サブフレームにおいて、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号とＳｏｕｎｄｉ
ｎｇ　ＲＳが共に送信機会を与えられている場合、図７（Ｂ）に示すように、ＵＥは、上
記制御信号を送信せずに、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳのみを送信するという処理を行っても
よい。すなわち、ＵＥは、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信を優先してもよい。言い換
えれば、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号の送信タイミングであり、かつ、Ｓｏｕｎｄｉｎ
ｇ　ＲＳの送信タイミングであるサブフレームにおいて、ＵＥは、図７（Ｂ）に示すよう
に、上記制御信号を送信せずに、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳのみを送信するという処理を行
ってもよい。尚、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号は、例えば、ＣＱＩや、ＨＡＲＱ　ＡＣ
Ｋ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ、Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｒｅｑｕｅｓｔ等である。あるい
は、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号として、ＣＱＩやＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａ
ｔｉｏｎの両方が送信されてもよい。
【００６０】
　あるいは、同一サブフレームにおいて、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号とＳｏｕｎｄｉ
ｎｇ　ＲＳが共に送信機会を与えられている場合、図８（Ａ）または図８（Ｂ）に示すよ
うに、ＵＥは、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されるＬＢのみ、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ
を送信し、上記制御信号を送信しない、という処理を行い、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送



(13) JP WO2008/099807 A1 2008.8.21

10

20

30

40

50

信されないＬＢにおいては、上記制御信号を送信するという処理を行ってもよい。言い換
えれば、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号の送信タイミングであり、かつ、Ｓｏｕｎｄｉｎ
ｇ　ＲＳの送信タイミングであるサブフレームにおいて、ＵＥは、図８（Ａ）または図８
（Ｂ）に示すように、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されるＬＢのみ、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ
　ＲＳを送信し、上記制御信号を送信しない、という処理を行い、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒ
Ｓが送信されないＬＢにおいては、上記制御信号を送信するという処理を行ってもよい。
【００６１】
　図８（Ａ）または図８（Ｂ）においては、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されるＬＢは
ＬＢ　＃１であるが、ＬＢ＃１以外のＬＢにおいてＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されて
もよい。
【００６２】
　図８（Ａ）における動作に関して、さらに詳細に説明する。図８（Ａ）においては、Ｐ
ＵＣＣＨで送信される制御信号は、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎである。
この場合、ＬＢ＃１におけるＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎの信号は送信さ
れない（ＤＴＸされる）ことになる。
【００６３】
　図８（Ｂ）における動作に関して、さらに詳細に説明する。図８（Ｂ）においては、Ｐ
ＵＣＣＨで送信される制御信号は、ＣＱＩである。この場合、ＬＢ＃１にマッピングされ
るＣＱＩの信号は、ＣＱＩの中で最も重要度の低いビット（Ｌｅａｓｔ　ｓｉｇｎｉｆｉ
ｃａｎｔ　ｂｉｔ）としてもよい。上記Ｌｅａｓｔ　ｓｉｇｎｉｆｉｃａｎｔ　ｂｉｔと
は、例えば、ＣＱＩが５ビットで表される場合における１番低い位を表すビットである。
このようにＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されるＬＢに、ＣＱＩの中で最も重要度の低い
ビットをマッピングすることにより、当該ビットが送信されないことによるＣＱＩの特性
劣化を低減することが可能となる。
【００６４】
　次に、本発明の実施例に係る基地局装置２００について、図９を参照して説明する。
【００６５】
　本実施例に係る基地局装置２００は、送受信アンテナ２０２と、アンプ部２０４と、送
受信部２０６と、ベースバンド信号処理部２０８と、呼処理部２１０と、伝送路インター
フェース２１２とを備える。
【００６６】
　下りリンクにより基地局装置２００から移動局１００ｎに送信されるパケットデータは
、基地局装置２００の上位に位置する上位局、例えばアクセスゲートウェイ装置３００か
ら伝送路インターフェース２１２を介してベースバンド信号処理部２０８に入力される。
【００６７】
　ベースバンド信号処理部２０８では、パケットデータの分割・結合、ＲＬＣ（Ｒａｄｉ
ｏ　Ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）再送制御の送信処理などのＲＬＣレイヤの送信処理、Ｍ
ＡＣ（Ｍｅｄｉｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）再送制御、例えばＨＡＲＱ（Ｈｙ
ｂｒｉｄ　Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｒｅｐｅａｔ　ｒｅＱｕｅｓｔ）の送信処理、スケジュ
ーリング、伝送フォーマット選択、チャネル符号化、逆高速フーリエ変換（ＩＦＦＴ：　
Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）処理が行われて、送
受信部２０６に転送される。
【００６８】
　送受信部２０６では、ベースバンド信号処理部２０８から出力されたベースバンド信号
を無線周波数帯に変換する周波数変換処理が施され、その後、アンプ部２０４で増幅され
て送受信アンテナ２０２より送信される。
【００６９】
　一方、上りリンクにより移動局１００ｎから基地局装置２００に送信されるデータにつ
いては、送受信アンテナ２０２で受信された無線周波数信号がアンプ部２０４で増幅され
、送受信部２０６で周波数変換されてベースバンド信号に変換され、ベースバンド信号処
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理部２０８に入力される。
【００７０】
　ベースバンド信号処理部２０８では、入力されたベースバンド信号に対して、高速フー
リエ変換（ＦＦＴ：　Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）処理、誤り訂正
復号、ＭＡＣ再送制御の受信処理、ＲＬＣレイヤの受信処理がなされ、伝送路インターフ
ェース２１２を介してアクセスゲートウェイ装置３００に転送される。
【００７１】
　また、ベースベンド信号処理部２０８では、入力されたベースバンド信号に含まれる、
ＰＵＣＣＨで受信する制御信号に対しても、復調・復号処理が行われる。ここで、ＰＵＣ
ＣＨで受信する制御信号の受信タイミングであり、かつ、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの受信
タイミングであるサブフレームにおいて、基地局装置２００におけるベースバンド信号処
理部２０８が受信する上記制御信号とＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳに関する説明は、必然的に
、図７、図８を用いて行った、無線通信システム１０００における上記制御信号とＳｏｕ
ｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信に関する説明に準ずるため、省略する。尚、ＰＵＣＣＨで受信す
る制御信号は、例えば、ＣＱＩや、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ、Ｓｃｈ
ｅｄｕｌｉｎｇ　Ｒｅｑｕｅｓｔ等である。あるいは、ＰＵＣＣＨで受信する制御信号と
して、ＣＱＩやＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎの両方が受信されてもよい。
【００７２】
　また、基地局装置２００におけるベースバンド信号処理部２０８は、ＰＵＣＣＨとＰＲ
ＡＣＨのマッピング情報に基づいて、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを受信する。すなわち、上
記ＰＵＣＣＨとＰＲＡＣＨのマッピング情報に基づいて決定される、移動局１００ｎに関
するＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域において、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ ＲＳを受信する。
尚、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域に関する説明や受信方法は、必然的に、図５
、図６、図７、図８を用いて行った、無線通信システム１０００におけるＳｏｕｎｄｉｎ
ｇ　ＲＳの送信帯域の説明に準ずるため、省略する。また、ここで、上記ＰＵＣＣＨやＰ
ＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信されるかの情報は、呼処理部２１０より取得する
。
【００７３】
　呼処理部２１０は、基地局装置２００の状態管理やリソース割り当てを行う。
【００７４】
　呼処理部２１０は、ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信されるかを
決定する。また、上記ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信されるかの
情報を、例えば、報知チャネルを用いて、セル５０における移動局１００ｎに通知する。
あるいは、上記ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信されるかは、無線
通信システム１０００における固定のパラメータとして、事前に定義されていてもよい。
【００７５】
　また、呼処理部２１０は、上記ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信
されるかの情報を、ベースバンド信号処理部２０８に通知する。
【００７６】
　次に、本発明の実施例に係る移動局１００nについて、図１０を参照して説明する。
【００７７】
　同図において、移動局１００ｎは、送受信アンテナ１０２と、アンプ部１０４と、送受
信部１０６と、ベースバンド信号処理部１０８と、呼処理部１１０と、アプリケーション
部１１２とを備える。
【００７８】
　下りリンクのデータについては、送受信アンテナ１０２で受信された無線周波数信号が
アンプ部１０４で増幅され、送受信部１０６で周波数変換されてベースバンド信号に変換
される。このベースバンド信号は、ベースバンド信号処理部１０８でＦＦＴ処理や、誤り
訂正復号、再送制御の受信処理等がなされた後、アプリケーション部１１２に転送される
。
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【００７９】
　一方、上りリンクのパケットデータについては、アプリケーション部１１２からベース
バンド信号処理部１０８に入力される。ベースバンド信号処理部１０８では、再送制御（
ＨＡＲＱ　（Ｈｙｂｒｉｄ　ＡＲＱ））の送信処理や、伝送フォーマット選択、チャネル
符号化、ＩＦＦＴ処理等が行われて送受信部１０６に転送される。
【００８０】
　また、ベースバンド信号処理部１０８では、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号に関する送
信処理が行われる。ここで、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号の送信タイミングであり、か
つ、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信タイミングであるサブフレームにおいて、移動局１０
０nにおけるベースバンド信号処理部１０８が送信する上記制御信号とＳｏｕｎｄｉｎｇ
　ＲＳに関する説明は、必然的に、図７、図８を用いて行った、無線通信システム１００
０における上記制御信号とＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信に関する説明に準ずるため、省
略する。尚、ＰＵＣＣＨで送信する制御信号は、例えば、ＣＱＩや、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ　
ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ、Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｒｅｑｕｅｓｔ等である。あるいは、
ＰＵＣＣＨで送信する制御信号として、ＣＱＩやＨＡＲＱ　ＡＣＫ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉ
ｏｎの両方が送信されてもよい。
【００８１】
　送受信部１０６では、ベースバンド信号処理部１０８から出力されたベースバンド信号
を無線周波数帯に変換する周波数変換処理が施され、その後、アンプ部１０４で増幅され
て送受信アンテナ１０２より送信される。
【００８２】
　また、ベースバンド信号処理部１０８において、ＤＬ　Ｌ１／Ｌ２　Ｃｏｎｔｒｏｌ　
Ｃｈａｎｎｅｌの復調・復号を行い、ＤＬ　Ｌ１／Ｌ２　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅ
ｌの情報を取得する処理が行われる。
【００８３】
　また、ベースバンド信号処理部１０８は、後述する呼処理部１１０より、ＰＵＣＣＨや
ＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信されるかの情報を取得する。そして、ベースバ
ンド信号処理部１０８は、上記ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信さ
れるかの情報により決定されるＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域に基づいて、Ｓｏｕｎ
ｄｉｎｇ　ＲＳを生成し、生成されたＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳは、送受信部１０６、アン
プ部１０４、送受信アンテナ１０２を介して、基地局装置２００に送信される。尚、上記
Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域や送信方法に関する説明は、必然的に、図５、図６、
図７、図８を用いて行った、無線通信システム１０００におけるＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳ
の送信帯域の説明に準ずるため、省略する。ここで、上記ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの
周波数帯域において送信されるかの情報は、呼処理部１１０より取得する。
【００８４】
　呼処理部１１０は、基地局２００との通信の管理等を行い、アプリケーション部１１２
は、物理レイヤやＭＡＣレイヤより上位のレイヤに関する処理等を行う。
【００８５】
　また、呼処理部１１０は、送受信アンテナ１０２、アンプ部１０４、送受信部１０６、
ベースバンド信号処理部１０８を介して報知チャネルを受信し、上記報知チャネル内の、
ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信されるかの情報を取得する。そし
て、呼処理部１１０は、上記ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信され
るかの情報を、ベースバンド処理部１０８に通知する。
【００８６】
　尚、上述した例においては、移動局１００ｎは、ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数
帯域において送信されるかの情報を、報知チャネルにより取得したが、代わりに、移動局
１００ｎは、上記ＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨがどの周波数帯域において送信されるかの情報
を、無線通信システム１０００における固定のパラメータとして、事前に知っていてもよ
い。
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【００８７】
　次に、本実施例に係る無線通信システム１０００における通信制御方法としての、Ｓｏ
ｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信方法について、図１１を参照して説明する。
【００８８】
　Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域は、ＰＵＣＣＨとＰＲＡＣＨのマッピング情報に基
づいて設定される。
【００８９】
　システム帯域の両端にマッピングされているＰＵＣＣＨの送信帯域を含まないように、
Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域を設定する（ステップＳ１１）。尚、Ｓｏｕｎｄｉｎ
ｇ　ＲＳの送信帯域設定の説明は、図５、図６を用いて行った、無線通信システム１００
０におけるＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域の説明に準ずる。
【００９０】
　当該サブフレームにおいて、ＰＲＡＣＨが送信されるか否かを判定する（ステップＳ１
２）。
【００９１】
　当該サブフレームにおいてＰＲＡＣＨが送信される場合（ステップＳ１２：ＹＥＳ）、
ＰＲＡＣＨの送信帯域を除いた帯域でＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信する。あるいは当該
サブフレームではＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信しない（ステップＳ１３）。尚、ＰＲＡ
ＣＨの送信帯域の避け方の説明は、図５、図６を用いて行った、無線通信システム１００
０におけるＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域の説明に準ずる。
【００９２】
　当該サブフレームにおいてＰＲＡＣＨが送信されない場合（ステップＳ１２：ＮＯ）、
ステップＳ１１で設定した送信帯域においてＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信する（ステッ
プＳ１４）。
【００９３】
　尚、上述した例においては、ＰＵＣＣＨとＰＲＡＣＨの両方のマッピング情報に基づい
て、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域が設定されたが、ＰＵＣＣＨとＰＲＡＣＨの
内のどちらか一方のマッピング情報に基づいて、上記Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信帯域
が設定されてもよい。
【００９４】
　また、マッピング情報とは、例えば、当該信号が、どの周波数帯域において、あるいは
、どのＲｅｓｏｕｒｃｅ　Ｂｌｏｃｋ（ＲＢ）において、送信されるかの情報に対応する
。すなわち、当該信号の送信帯域に対応する。
【００９５】
　続いて、本実施例に係る無線通信システム１０００における通信制御方法としての、Ｐ
ＵＣＣＨとＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信方法について、図１２を参照して説明する。
【００９６】
　当該サブフレームは、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信するタイミングである（ステップ
Ｓ２１）。
【００９７】
　当該サブフレームがＰＵＣＣＨを用いて制御信号を送信するタイミングである場合（ス
テップＳ２２：ＹＥＳ）、ＵＥは、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信せず、ＰＵＣＣＨを用
いて制御信号を送信する（ステップＳ２３）。
【００９８】
　当該サブフレームがＰＵＣＣＨを用いて制御信号を送信するタイミングでない場合（ス
テップＳ２２：ＮＯ）、ＵＥは、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信する（ステップＳ２４）
。
【００９９】
　さらに、本実施例に係る無線通信システム１０００における通信制御方法としての、別
のＰＵＣＣＨとＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信方法について、図１３を参照して説明する
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【０１００】
　当該サブフレームは、ＰＵＣＣＨを用いて制御信号を送信するタイミングである（ステ
ップＳ３１）。
【０１０１】
　当該サブフレームがＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信するタイミングである場合（ステッ
プＳ３２：ＹＥＳ）、ＵＥは、ＰＵＣＣＨを用いた制御信号を送信せず、Ｓｏｕｎｄｉｎ
ｇ　ＲＳを送信する（ステップＳ３３）。
【０１０２】
　ただし、上記ステップＳ３３において、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳが送信されないＬＢに
おいては、上記制御信号を送信するという処理を行ってもよい。尚、上記制御信号の送信
についての説明は、図７、図８を用いて行った、無線通信システム１０００における上記
制御信号とＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送信方法に関する説明に準ずる。
【０１０３】
　当該サブフレームがＳｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳを送信するタイミングでない場合（ステッ
プＳ３２：ＮＯ）、ＵＥは、ＰＵＣＣＨを用いて制御信号を送信する（ステップＳ３４）
。
【０１０４】
　本発明の実施例によれば、ＬＴＥの上りリンクにおいて、Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ＲＳの送
信帯域とＰＵＣＣＨやＰＲＡＣＨの送信帯域が重なる場合に、適切にＳｏｕｎｄｉｎｇ　
ＲＳの送信制御を行うことのできる基地局装置、移動局、無線通信システム及び通信制御
方法を実現できる。
【０１０５】
　本国際出願は２００７年２月１５日に出願した日本国特許出願２００７－０３５５２６
号及び２００７年３月２３日に出願した日本国特許出願２００７－０７７９００号に基づ
く優先権を主張するものであり、２００７－０３５５２６号及び２００７－０７７９００
号の全内容を本国際出願に援用する。
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